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1　はじめに
　物価の持続的上昇という意味でのインフレーションは，さまざまな原因
によって引き起こされうるし，したがってインフレに関する諸理論も多様
である。過度のマネー・サプライの増加は，たしかにインフレの重要な一
因である。しかし現代のインフレ（というよりスタグフレーションである
が，以下では簡単にインフレということにする）は，現代資本主義経済社
会の構造に深く根ざしていると考えられる。かりにマネー・サプライは適
切に管理されているとしても（例えばM．Friedmanのκ％ルールに従
って），インフレは進行しうるのである。
　このことは，現代企業による投資の決定と生産物価格ないしマークアッ
プ（率）の決定とを関連づけて分析しようとする，一連の諸理論によって
も明らかにされてきた1）。すなわち，企業が長期的な成長計画に基づく経
常投資を賄うために蓄積してきた現在利用可能な内部資金（企業貯蓄）を
超えて，今期の投資計画が改訂される場合には，必要とされる付加的資金
の全部もしくは1部は，可能ならぼ諸生産物の現行価格ないしマークアッ
プ（率）の引き上げによって調達され，こうして物価上昇が進行する。そ
してこれに続く労働組合の賃金引き上げ要求が企業に受諾され，これが生
産物価格に転嫁されなけれぽ，マークアップ（率）は低下して，所得の再
分配が行われることになる。このように諸企業の（長期的成長計画から上
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方に逸脱する）投資活動と結びついた物価および賃金インフレが，現代経
済社会に内在的なインフレ・メカニズムである，とされるのである。
　しかし今期の投資計画の改訂という企業の中期計画と結びつくインフレ
の他に，なお，賃金一物価インフレを生起させうる内在的なメカニズムが
ある。すなわち，かりに諸企業が長期成長計画に基づく成長経路を進み，
付加的賃金調達の値上げが行われない場合においても，現在の所得水準の
もとでインフレは生起しうる。所与の所得水準のもとでも起こりうるイン
フレは，企業側と労働側の所得分配をめぐる社会的コンフリクトに起因し
ている，とする認識に基づいて分析を行う諸研究がある。このような分析
はかなり以前から行われてきたが，近年ますます多くの研究がなされて
いる。特に，そのようなインフレをゲーム理論的な枠組みの中で分析す
る興味ある一連の研究が，Maital＆Benjamini（1980），　Maddock＆
Carter（1981），　Sutcliffe（1982），　Rakowskli（1983）によって，そしてそ
れらの研究をさらに発展させたDalziel（1990）によってなされている2）。
　これら一連の研究は，社会的な所得分配コンフリクトに根ざす現代イン
フレーションを鎮静させるための政策，特に所得政策をめぐって展開さわ
てきた。Dalziel論文の目的は，　Maital＆Benjaminiの議論に対する
Rakowskiの否定的な挑戦に応えようとすることである。　Rakowskiによ
れば，従来のゲーム理論による「囚人のジレンマ」（the“Prisoner’s　Dilem．
ma”一以下PDと略記する）分析には，現代インフレの根源にある所得
分配コンフリクトの十分な認識が欠けており，このコンフリクトの基盤に
はfairな所得分配のコンセプトについて労働側と企業側との差異があるこ
とを考慮にいれるべきである，とされる。彼はこの重要な要素を考慮して
分析を行うことにより，インフレなき所得分配の安定的均衡に導くた凝
には，所得政策はほとんど役立たないことを論証した（pp．597－601参照）。
Dalzie1は，「所得分配はインフレ過程の原因であり結果である」とすそ
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Davidson（1972，　PP．347－352）の議論と基本的には同じ議論を，さらに厳密
k行うために，Maital＆Benjaminiのモデルを発展させたRakowski
めゲーム理論的枠組みを，さらに発展させて適用する。すなわち，Rakow・
9kiによって重視された所得分配コンフリクトに加えて，企業側もしくは
労働側，あるいは双方が行使する市場支配力をも考慮することによって3》，
匁んらの政策も講じられない場合には，インフレによって実際の所得分配
が決定され，双方のコンフリクトも解消されることが明らかにされた。
　したがってDalzielの分析は，政策論と切り離してみても，問題の現代
インフレと所得分配の関連を解明しうる有力な分析モデルを提示したもの
として評価されるべきである。では次に，Dalzie1のモデルと分析を考察
しつつ，検討することにしよう。
　注
　1）特にEichner（1976），また小野（1977），および小野（1992），　PP．234－235
　　参照。
　2）なお，その他の近年の文献については，Dalzie1，　pp．424－425参照。
　3）Dalzie1のいう市場支配力とは，企業側や労働側が単に価格決定力を有する
　　ということだけではなく，物価や貨幣賃金を操作して，実質所得したがって実
　　質所得分配を決定，もしくはそれに影響を与えうる力を有することであるが，
　　このような考えは，Rowthorn（1977）やScitovsky（1978）に従っている，
　　としている（p．425，n．1）。なお，　Dogas（1982）も興味ある議論を展開して
　　いる。
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　1．モデル構成
　ここでは，所得分配コンフリクトとインフレとの根源的な関連を解明し
うるように，本質的な要素のみからなる分析モデルを構成するため，政府
支出と課税，外国貿易，超過総需要，貨幣などの要素は捨象される。それ
らの自生的な変化によってもインフレは引き起こされうる（そのような理
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論モデルも多く提示されてきた）が，ここでは，そのような要因の作用が
なくてもインフレが起こりうることを内生的に解明するために，この仮定
が設けられているわけである。また，当初の状態は必ずしも完全雇用状態
である必要はない（この点で，長期的な完全雇用下の所得分配を問題にす
る・Kaldor－Pasinettiモデルとは異なる）。そして，経済は諸企業と，諸
企業によって雇用される労働者のみから構成されているとされる。（以下
の記号はDalzielのものと多少異なる。）
　現在の雇用労働者数をNとし，インフレが発生している今期の物価水準
P（ののもとでの労働の実質平均生産性をみとすると，乃はインフレがな
い場合の実質平均生産性ん。を下回る。　Dalzielは瞬くがによって，イ
ンフレに伴う実質費用を捉えようとするのである（p．433）。
　まず，労働側の貨幣賃金決定と企業側の物価水準決定の行動モデルが構
成される1）。労働側は国民所得における実質賃金の目標分配率ωを達成す
るために，経常物価水準の推定値．Pe（のに基づき，また実質平均労働生
産性海を考慮して，名目賃金率膵（のを設定するものとされる。すなわ
ち，
　　　（1）　　H7（’）ニ＝ω乃Pe（f）　　　6＜ω＜1，乃＞o
である。また，企業側は賃金費用に対する目標マークアップρを達成す
るために，経常名目賃金率の推定値1γe（のに基づき，みを考慮して，物
価水準P（のを
　　　（2）　P（の＝［（1＋ρ）／乃コπZe（’）　　ρ＞0
として設定するものとされる。
　ところで，インフレの場合には乃くがとなるが，インフレ率が高いほ
ど乃は小であるから，その他の事情が等しければ，P（のとW（のは高く
なる。（1）式によってもたらされる賃金インフレ率をω（の，（2）式によ
ってもたらされる物価インフレ率をλ（のとすると，
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　　　（3a）　ω（t）＝〔W（f）一二1（∫一1）］／レ7（∫一1）
　　　（3b）　　λ（t）＝［P（f）一P（f－1）］／P（’一1）
となる。
　労働側の現実の賃金所得総額は，W（のNであり，企業側の現実の利潤
総額17（つは，実現のマークアップをραα）とすれば，ρ“（のW（つ1V
である。これらの合計額は現実の名目国民所得P（の〃Vに等しい。すな
わち，
　　　（4）　　pr（のN十17（つニ・レ「（f）ハ1十ρα（つレド（のくr
　　　　　　　　　　　　＝P（f）〃〉
である。さて，国民所得における現実の実質賃金の分配率W（の／P（のみを
び（のとすれぽ，現実の実質利潤の分配率はガ（のρα（のである。このこ
とから
　　　（5）　　εσα（f）［1＋ρα（f）コ＝1
となる。所得分配コンフリクトがあって労働側の目標ωと企業側の目標ρ
が不学合となる場合には，ω（1＋ρ）≠1となるから，なんらかのメカニズ
ムが作動して（5）式が成立しうるようにならねばならないが，後にみられ
’るように，いずれか一方もしくは双方が市場支配力を行使しうる場合には，
インフレがその役割を果たすとされるのである。そこで，以下の分析の基
嘘をなす「所得分配コンフリクト」と「市場支配力」が次のように定義さ
’れる（pp．427－8）。
　まず，所得分配コンフリクトは，労働側と企業側の所得目標の合計が産
等量を超える場合，すなわち，ω（1＋ρ）＞1となる場合に存在するものと
される。そして市場支配力は，一方（企業側もしくは労働側）の設定する
現在価格（物価もしくは名目賃金）水準を，他方（労働側もしくは企業側）
が現在価格（名目賃金もしくは物価）水準を設定するに際して利用しえな
いが，前者は後者の決定結果を利用しうる場合に存在し，前者が市場支配
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力を有しているとされる。このため，前者は望む所得分配目標を達成しう
るが，後者はその分配率に対して（5）式が満たされうるような分配率を受
容せざるをえない。かくして前者は実際の所得分配を決定しうる市場支配
力を有しているといえるのに対して，後者はそれを決定しえないがゆえに
市場支配力を有していないといわれるのである。（この点についてはp．425，
n．1も参照）。
　市場支配力を有しない側が（1）あるいは（2）式によって意思決定を行う
場合，P¢（めあるいは17θ①についての期待形成は，単純化のため適応
型であるものとされ，それぞれの前期の水準P（舌一1）もしくはW（卜1）
が今期も持続すると期待されて充当されるものと仮定される。これに対し
て，市場支配力を有する側は，それを有しない側の決定値に基づいて意思
決定を行いうるのである。
　2．分　　析
　労働側と企業側が市場支配力を行使しうるか否かによって，4つのケー
スが考えられるが，Dalz玉elはそれらを数式モデルと図解とによって分析
することにより，労働側と企業側の所得分配コンフリクトがインフレの根
源であること，そしていずれか一方もしくは双方の市場支配力の行使によ
るインフレによって実際の所得分配が決まることを明らかにした。次にそ
れらを順次考察して，検討することにしよう（pp．428－431参照）。
ケース1：労働側も企業側も市場支配力を有しない場合
　これは，いわば完全競争の場合であって，双方共に相手側の決定を完全
に予測して自らの決定を行うものとされるから，双方の期待は常に満たさ
れており，（1）および（2）式は
　　　（6）　π7（∫）＝ω乃P（f）
　　　（7）　　P（f）＝［（1十ρ）／ぬ］1弔z（’）
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となる。（6）あるいは（7）式を（3）式に代入すれば，物価インフレ率は賃
金インフレ率に等しく，λ（の＝ω（のとなることがわかる。しかし（6）式
からωα①＝ω，（7）式からρα（の＝ρであるから，インフレによって所得
分配コンフリクトが解決される可能性はない。双方が市場支配力を有しな
い場合には，所得分配コンフリクトを解決する唯一の方法は，（5）式によ
って要求される双方の所得要求と斉合的なω（1＋ρ）＝ωα（の［1＋ρα（診）］＝1
が成立しうるように，両者間で協定を結ぶことであるとされる2）。
　しかし伝統的な新古典派完全競争一般均衡モデルでは，定義によって市
場支配力は存在せず，完全予想が前提されている。そして所得分配は限界
生産力理論によって説明され，（5）式は定義的に成立する。したがってこ
の種のモデルでは，インフレの説明はマネー・サプライの外生的成長に依
拠せざるをえないのである，と　Dalzielは評する。
ケース2：労働側は市場支配力を有しないが，企業側は有する場合
　蛍働側と企業側は生産に先立って契約を結んで賃金水準を決定するが，
企業側は生産を行ってから生産物価格を自由に設定しうるものとされる。
労働側が前期の物価水準が今期も持続するものと期待して決定した貨幣賃
金水準に基づいて，企業側は諸価格を設定する。（1）および（2）式は（8）
および（9）式になり，これらより賃金および物価インフレ率は（10）式によ
って決定されることになる。すなわち，
　　　（8）　W（云）＝”乃P（歪一1）
　　　（9）　P（∫）＝［（1十ρ）／乃コW（の
　　　（10）ω①＝λ（の＝ω（1＋ρ）一1
である。所得分配コンフリクトはω（1＋ρ）＞1を意味するから，（10）式か
ら，所得分配コンフリクトがインフレの根源であることがわかる。コンフ
リクトが大なるほど，インフレ率は高くなる。
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　さらに，インフレが（5）式を成立させうるように所得分配コンフリクト
を解決することも明らかになる。（9）式によって，企業側は目標マークア
ップρα（の＝ρを達成するが，労働側の現実の所得分配率は，（5）と（10）
式から得られる
　　　（11）が（の＝1／（1＋ρ）＝ω／［1＋λ（∫）コ
によって決定される。すなわち，目標マークアップを達成しようとする企
業側の市場下配力に起因するインフレによって，労働側の目標所得は減じ
られ，現実の分配率は企業側の目標と斉合的な水準まで引き下げられるの
である。
ケース3：労働側は市場支配力を有するが，企業側は有しない場合
　企業側は生産に先立って生産物価格を設定せねばならないが，労働側は
それらの情報から期待する物価水準に基づいて貨幣賃金を決定しうるもの
とされる。（1），（2），および（3）式は，
　　　（12）　Wα）＝ωんP（の
　　　（13）　　P（’）＝［（1十ρ）／ゐコ再7（’一1）
　　　（14）　ω（の＝λ（の＝ω（1十ρ）一1
になる。
　（10）式と（14）式からわかるように，いずれの側が市場支配力を有しよう
とも，インフレ率は等しく”（1＋ρ）が1を超える程度によって決まる。
このケース3でも，所得分配コンフリクトは（5）式が成立するまで作動す
るインフレによって解消される．しかしこのケースでは，目標ωα（の＝ω
を達成するのは労働側であり，企業側の現実のマークアップは，目標達成
を目指す労働側の市場支配力によるインフレのために，労働側の目標と斉
合的な水準まで引き下げられる。すなわち，現実のマークアップは，
　　　（15）　　1十ρ3（の＝＝1／ω＝（1十ρ）／［1十λ（つ］
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によって決定されることになる。
ケース4：労働側と企業側が共に市場支配力を有する場合
　なんらかの強制力を伴わない限り，インフレーションに直面してなおケ
ース2あるいはケース3が長期にわたって持続しうるとは考えられない。
所得分配コンフリクトの強化によってインフレ率が高まるにつれて，労働
側も企業側もその市場支配力を抑止しようとはせず，むしろ双方とも相手
方の行動を予測して自らの戦略変数を決定することになるであろう。この
ような場合には，（1），（2），および（3）式は，
　　　（16）　　W（’）＝＝ωぬ」P（≠一1）
　　　（17）　　P（f）＝［（1十ρ）／乃）1「「（f－1）
　　　（18）　え（つ＝ωα一1）＝λ（’一2）
となる。この場合には，インフレ率の簡単な公式はないが，（16）と（17）式
の相互作用から，
　　　（19a）　　W（’）＝・躍（1十ρ）πz（f－2）
　　　（19b）　P（の＝ω（1＋ρ）P（彦一2）
となる。こうして，所得分配コンフリクト［ω（1＋ρ）＞1コのために，賃金
と物価は上昇していくとされるのである。
　前の2つのケースと異なり，賃金一物価インフレは毎期同一率になると
は限らないことが（18）式によって示されている。Dalzielは，これから賃
金一物価インフレの果たす役割について興味ある洞察を得る。すなわち，
、このインフレは双方の名目所得要求額を実質産出高と斉合的な水準に一致
「させるように作用するのである，と。（16）と（17）式から次の3式が得られ
る。
　　　（20）ω“（∫）＝ω／〔1＋λ（∫）］＝”／（1＋ω（∫一1）コ
　　　（21）1＋《f）＝（1＋ρ）／〔1＋ω（f）コ
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　　　　　　　　　　＝（1＋ρ）／［1＋λ（f－1）〕
　　　（22）え①＋ω（の＋ω（のλ（’）＝ω（1＋ρ）一1
（20）式は（16）の両辺を乃P（’）で除すことにより，（21）は（17）の両辺に
〃W（∫）を乗じることにより，また（22）は，（20）と（21）の辺辺を乗じて
（5）式を考慮することによって得られる。（20）と（21）式が示しているよう
に，現在の物価インフレによって労働側の目標所得分配率は低下し，現在
の賃金インフレによって企業側の目標所得分配率は減少して，（5）式が満
たされるようになるのである。
　企業側も労働側も自らを利する立場を恒久的に確保することはできない
というのは，今期の物価一賃金インフレは次期の賃金一物価インフレに進
展するからである。したがって，実際の所得分配率は，企業側あるいは労
働側が相互に自らの目標所得分配率に近づくたびごとに変動する，とされ
るのである。
　また，（22）と（10）：および（14）式とを比べてみて興味あることは，ここで
は，所得分配コンフリクトがある場合には，物価および／あるいは賃金イ
ンフレが発生する（定義によりλ（のとω（のは共に一1より大であるこ
とを想起せよ）ということであるる
　3．図　　解
　次に進む前に，ここで以上のことをDalzielの図解3）によってみておこ
う（pp．433－435，およびpp．429－433参照）。
　図の横軸には労働側の1人当たり所得（実質賃金＝W／P）が，縦軸に
は企業側の1人当たり所得（1人当たり実質利潤＝π／1＞：P）が測られてい
る。そして労働の実質平均生産性ゐは，すでにみたようにインフレがない
場合に最高値ゲとなり，インフレが進行するにつれてその値乃は乃。を
下回るようになるという意味で，インフレは実質費用を伴うことが示され
ている。国民所得に対する実質賃金の現実の分配率を”（のとすれば，実
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質利潤の分配率は1一ω（のであるから，（4）式より，
　　　（4）’　乃ω（’）十乃［1一ω（∫）＝］＝；診
となる。これを図示したものが直線肋であるが，インフレがない場合の
直線がゲよりも原点に近くなる。
　半直線OLは労働側の要求分配率17／1＞Wを示しており，その勾配は
（1一εの／ωである。また半直線OKは企業側の要求マークアップを示し，
その勾配はρである。両者の問に所得分配コンフリクトがある場合には
”（1＋ρ）＞1となるから，OしとOKは図示されているように異なり，
前者の勾配ρ〉後者の勾配となる。所得分配コンフリクトが大なるほど，
OKの勾配は大に，　Oしの勾配は小になり，両者の開きは大になる。所
得分配コンフリクトがなく，ω（1＋ρ）＝1となる場合には，OしとOK
は一致し，OJのようになる。
　図の4つの点，A（ここで企業側はインフレを起こすことなくその目標
所得分配率を達成する），B（インフレを伴う実際の状態），　C（ここで労
働側はインフレを起こすことなくその目標所得分配率を達成する），およ
びD（Bと同一の分配率でありながらインフレのない状態であり，Bに対
∫してPareto優位の点）は，当該問題のゲーム理論による分析の基本点で
あり，Maita1＆Benlaminiによって十分に分析されている。その帰結
は，労働側はもっぱら実質賃金（の分け前）に関心があり，AよりB，　B
よりD，DよりCを望み，企業側は実質利潤（の分け前）に関心があり，
CよりB，BよりD，　DよりAを望むのであって，両者共にBよりDを望
むが，Dは安定均衡ではなく，　Dに到達しうるためには政府によるなん
らかの政策（例えば所得政策）が講じられねばならない，というものであ
る4）。
　ところで，Rakowskiによれば（P．600），労働側はOしによって示され
る分配率がfairであると考えるのに対して，企業側はOKによって示さ
11
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れる分配率がfairであると考えるために，政策（例えば所得政策）をも
ってしても解決しえない所得分配コンフリクトに根ざすインフレが発生す
るとされる。双方共にインフレ下の現状Bは望まないが，その理由の1部
はBDだけの損失があることであもが，より根本的な理由は，それぞれ
が物価安定下のfairな状態と考えるCあるいはAから，　C　BあるいはA
Bだけをインフレによって奪われてしまうことである，とされる。Rako－
wskiの貢献は，企業側と労働側は共にDにおける所得分配はfairでない
と考えるであろうから，Dに到達するためにたとえ政府の政策が採られた
としても，Dは安定均衡にはなりえない，ということを示した点である。
　これに対してDalzie1は次のような疑問を呈する（P．434）。　BとDはO
J上にあり，分配率は同一であるから等しくunfairであるが，ではなぜ
インフレのないDは受容されないのに，インフレを伴うBは受容されるの
か，と。Dalzie1の貢献は，この重要問題を解決するために，　Rakowski
12
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その他の従来の分析における，所得分配コンフリクトがインブレの根源で
あるとする考えに加えて，企業側と労働側の市場支配力の行使がインフレ
を引き起こすことによって実際の所得分配が決定されるとする考えに基づ
いて，分析を行ったことである。すなわち，双方の市場支配力の行使によ
るインフレによって経済はBに導かれ，所得分配コンフリクトは解消され
ることを論証したのである。この場合，先行者たちの分析には欠けていた
企業側や労働側の「市場支配力」の効果を陽表的に分析しうるように，新
たに肋線上に2つの点EとFが加えられているが，その意味はすぐに明
らかになる。
　4．PD型賃銀一物価インフレ
　では，前述の4つのケースのうち，当面の問題と重要な関連がある2，
3，および4について，引き続きDalzielの図解を考察しよう。まず，企
業側は市場支配力を有するが労働側はそれを有しないケース2では，事態
は点Eにおいて決定される。企業側はその市場支配力によって目標マーク
アップを達成するが，インフレのために，労働側の実質賃金は企業側の所
得要求と調和しうる水準まで下落するからである。労働側が目標分配率を
設定して，灰1＋ρ）＞1となるとしても，企業側は自らの利益のために急
激なインフレをも辞さず，その市場支配力を行使して所得要求を達成しう
るが，労働側の現実の分配率は低下してしまうのである。次に，労働側は
市場支配力を有する溝企業側はそれを有しないケース3では，事態は点F
において決定される。ここで目標所得要求を獲得するのは労働側であり，
インフレによって企業側の現実のマークアップは労働側の目標分配率と
調和しうる水準まで引き下げられてしまうのである。すでにみたように
［（10）および（14）式コ，いずれのケースもインフレ率はω（1＋ρ）が1を超
える程度のもとなる。
　さて，双方が市場支配力を有する最も現実的なケース4では，事態は点
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EとFの間を移動するとされる。企業側の力による物価インフレによって
労働側の分配率は低下してEに至るが，ついで労働側の力による賃金イン
フレによって企業側の分配率は減少してFに至る。このように賃金インフ
レと物価インフレが交互に生起して，所得分配はEとFの間を振動する。
平均的には，事態は2点間の点Bのように示され，それぞれの平均的な分
配率はそれぞれの目標値の中間に決まることになる，とされる。労働側の
初期の分配率をωα（0）とすると，（16）および（17）式から，次期の分配率
は，
　　　（23）　　ωα（1）＝｝7（1）／乃P（1）＝［ω／（1＋ρ）］／ωα（0）
となる。これよりωα（2）＝ωα（0）となるから，任意の2期間の労働側の平
均分配率ω⑳は，
　　　（24）　　εσα”＝｛ωαひ（0）十［3σ／（1＋ρ）コ／”α（0）｝／2
となる。企業側の平均的な分配率ωα”ρ⑳は（1一勿αり）によって与えられ
るが，これと（5）式から，平均的なマークアップは，
　　（25）　　1十ρα”＝2／｛1ゆα（0）十［”／（1十ρ）コ／1ゆα（0）｝
　　　　　　　　＝2／｛1／［1十ρα（0）］十［ω／（1十ρ）］［1十ρα（0）コ｝
として求められる。
　（24）および（25）式によって平均的な所得分配が与えられるが，これは初
期の分配と双方の目標分配率のみに依存する。点Bを通るOJの勾配は
（25）式のρα”となる。いま，ω篇”α（0）とされた場合には，（24）と（25）
式は
　　　（26）　　ωαり＝ω「［ω（1十ρ）一1コ／2（1十ρ）
　　　（27）　ραひ＝ρ一［ω（1十ρ）一1コ／｛ω十1／（1十ρ）｝
となる。歯式の分子の［〕内は経済の所得分配コンフリクト（したがっ
てインフレ）の程度を示しており，その増大によってが”とρωは共に
低下することがわかる。かくしてインフレは，過度の名目所得要求が現れ
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ると，1種の自動的な所得政策のように作動するのである，とDalzielは
いうのである（p．432）。
　さて，労働側は（16）式における要求目標としてω＝ω・”を設定し，企業
側は（17）式においてρ＝ρωを設定するものとしてみよう。すると（23）式
から，
　　　（28）ωα（1）＝＠α”）2／ωα（0）
となるが，これは，ω⑳に等しい＠α（0）＝がηの場合）か，時間経過に
つれてω⑳に近づいていくことを示している。同様に，企業側の所得分
酷率もωαuραuに等しいか，それに近づいていく。しかしωα”（1＋ρaつ＝1
であるから，インフレはない。　（これは点Dにおける状態である。p．426，
par．2参照．）
　インフレは実質所得を低下させ，実質費用を伴うから，点Bと同一の平
均的所得分配率ではあるがインフレのない状態DはPareto優位の状態と
考えられる。しかし注意すべき点は，Dalzie1のいうように，これは?
Cournot－Nash均衡ではないことである。というのは，（24）式が示してい
るように，企業側がρ＝ρσ”を設定すると，労働側はω〉ωα”を設定する
ことによって分配率を引き上げうるからである。同様に（25）式が示してい
るように，労働側がω＝ωα◎を設定すると，企業側はρ〉ρα”を設定して
所得分配率を引き上げうるからである。協定に拘束力がない場合には，経
済は結局Pareto劣位の状態Bに戻ってしまうであろう。
　これこそまさに，Maital＆Benjamini，その他の人々やRakowsk量に
よって分析された「囚人のジレンマ」問題にほかならない。それぞれがω
芦ωαuおよびρ＝ρ¢”を設定することによって，Pareto優位の結果（点D）
を達成することも可能ではあるが，それぞれが，相手が協定を遵守するな
．らそれを欺いて，自らの分け前を増加させうる力を有しているために，ジ
レンマに陥るのである。Dalzielによれぽ，この問題を解決するためには，
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所得分配のfairnessに関するそれぞれのコンセプト（Rakowski）を放棄
させるのみでなく，自らの利益のために賃金インフレあるいは物価インフ
レによって所得の再分配を謀る市場支配力を放棄させることも必要なので
ある。
　以上のDalzielの分析から明らかなように，なんらかの強制力が課せら
れなければ経済がBからDに移ることはほとんどない。BからDに移動さ
せるためには，双方が経済をDからEもしくはFに向かわせる市場支配力
の抑止を強制する協定が必要とされるのである。もしも経済がBと同一の
所得分配をインフレのないDにおいて達成しうるならぽ，双方にとって潜
在的な利益が現実のものとなるのである。そしてまた，現実にあっては，
インフレによってまともに被害を蒙る年金生活者らの弱者がいることを考
えれば，そのような利益はいっそう大きなものとなるであろう5＞。
　注
　1）Dalzie1はこの考えを，　Pitchford（1957，1963，1978）とTurnovsky＆
　　Pitchford（1978），そして前者に従うMyatt（1986）の諸モデルに基づいて構
　　成した，としている（p．426，n．2参照），なお，（2）式に類したマークアッ
　　プ方式による価格決定式は，現代のマクロ経済分析で広く活用されている。
　2）Dalzie1によれば，この点は，　Pitchford（1957）．　P．146，およびPitchford
　　（1963）．p．51によって示された。
　3）Dalzie1のFig．1は，　RakowskiがMaita1＆BenjaminiのFig．1を発
　　展させたFig．1とFig．2を，さらに発展させたものである。　Dalzielの図は，
　　先行者たちの分析には欠けていた企業や労働者の「市場支配力」の効果を陽表
　　的に分析しうるように作成されている。
　4）Dalzie1，　PP．433－434，およびMaddock＆Carteτ，　PP．330－331参照。また
　　Maita1＆Benjaminiは，以下で考察される以外の可能性についても図解して
　　論じている（pp．464－468参照）。ここで簡単に考察しておこう。労働側も企業
　　側も国民所得のより大きな分け前を求め，前者は賃金の大幅な増額か小幅な増
　　額を要求し，後者は生産物の大幅な値上げか小幅な値上げをなしうるが，いず
　　れの側も前もって相手側の出方はわからないものとされる。したがって，いず
　　れも考えうる結果を比較秤量して行動せねばならないが，それぞれが前記2つ
　　の行動をとりうるものとすると，可能な帰結は，ゲームの性質を表す利得多辺
16
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形（payoff　polygon）の形状によって4つのものが考えられるとして，図のよ
うに示している。なお・Dalzie1の図にあわせて原図の点BはDに，点DはB
に記号を書き換えてある。
　まず図の（1）は，双方が一方の利益は他方の損失に正確に等しいと考えるゼロ
和ゲームの場合であり，利得多辺形は直線となる。大幅な値上げと小幅な賃上
げは企業側には最善，労働側には最悪となる（点A）。これと反対に，小幅な
値上げと大幅な賃上げは労働側には最善，企業側には最悪となる（点C）。小
幅な賃上げとある程度の値上げ（点B），1あるいは小幅な値上げとある程度の
賃上げ（点D）は，直線上の中間に存在し，たぶん一致するとされる。このゲ
ームでは，インフレによって双方の所得の和は影響を受けないが，分配率が変
化する。
　Dalzle1の図は図の（2）に対応するものであり，これは，後に本文で考察する
ように「囚人のジレンマ」問題が起こる場合であり，労働側にとって最善の結
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果は大幅な賃上げと小幅な値上げ（点C）であり，最悪の結果は小幅な賃上げ
と大幅な値上げ（点A）である。また労働側は，大幅な賃上げと値上げよりも
小幅な賃上げと値上げの方がましであると考える。他方，企業側も同様に考え
るから，いずれの側も，過度な行動をとればインフレになってその実質所得は
急減すると考えるであろう。こうして，相互に協力的な行動をとって相手方に
欺かれるよりは，非協力的な行動に伴う費用を負担することの方を選ぶとされ
るのである。これが囚人のジレンマであり，労働側は点AよりもBを，企業側
はCよりもBを選ぶ。均衡点はBとなるが，これは双方が協力したなら達成し
うる点Dに対してPareto劣位の点である。
　図の（3）では「チキン（腰抜け）」のゲームが示されている。いずれの側も，
共に過度な行動をとることによる費用を負担するよりは，かりに相手方に欺か
れるとしても，僅かな賃上げもしくは僅かな値上げを試みる方がよいと考える
であろう。したがって囚人のジレンマの場合と異なって，安定な均衡解は存在
　しない。結果的に双方は点AとCの間を右往左往することになる。双方の誤解
によって点Bに達することは常に可能であるが，いずれの側もより穏当な行動
に転換することによって事態を改善しうるから，Bは不安定である。すなわ
ち，労働側は僅かな賃上げによってBからAへの，同様に企業側は僅かな値上
げによってBからCへの移動を引き起こしうる。双方が穏当な行動をとってD
に到達したとしても，これもまた不安定である。一方が攻撃的な行動に転換す
れば必ず利益を得るし（CもしくはAへの移動），双方がそうすれば共に損失
を蒙ることになる（Dへの移動）。
　理想的なPareto最適な結果に至るのは，図の（4）である。賃銀一物価の安定
化による双方の利益は大きく，インフレによる双方の費用は甚大であるから，
いずれの側の戦略も穏当なもの（僅かな賃上げと僅かな値上げ）となる。こう
　してPareto最適な点Dが安定均衡となるのである。
　以上，Maital＆Benlaminiの分析を考察したが，その図の（2）をRakowski
は批判的に取り上げたのであるが，それをさらに発展させたDalzie1の分析で
は，後にみられるように，上図（3）の「チキン・ゲーム」の示唆するところも考
慮されている。
5）この点については，Davidson，　PP．352－357，邦訳書，　PP．385－390参照。
皿　結論的覚え書き
以上において考察したDalzielの分析結果を，全体としての現代経済の
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マクロ動態分析モデル［小野（1992）］に挿入して，さらにモデルを拡張す
ることができよう。すなわち，その「長期均衡成長率をめぐる成長率循
環」（pp．234－235）に関連して解明しうる，諸企業の中期的な投資計画の改
訂に始まる物価一賃金インフレと所得再分配の過程に加えて，所定の目標
マークァヅプ（率）を維持しようとする諸企業の行動と目標分配率を達成
．．しょうとする労働側の行動とのコンフリクトと，双方の市場支配力の結果
生起する，PD型の物価一賃金インフレを考慮に入れることによって，モ
デルはいっそう現実に近いものとなりうるであろう。
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